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【 1 】

消費税に関する計算は、仕訳入力画面で入力されたコードに基いて行われます。

コードを入力（選択）。 コードに基づき計算。

日常業務＞仕訳帳（ほか）



【 2 】

消費税コードは、課税／非課税といった、取引の性格を規定します。

※画面上部の選択ウィンドウに表示される消費税コードは、
選択された科目により変わります。



【 3 】

課税取引を記帳入力する際の税率は、科目の基本設定に基づき自動でセットされ
ます。入力日付が10月１日以降の場合は消費税率が10％となります。
また、軽減税率の取引を入力する際は、「消費税率変更」ボタンを押して税率を
「8.0％軽減」を選択します。

税率変更の機会が多くなることを想定し、「消費税率変更ボタン」ではなく「消費税率」欄で直
接、コードを切り替えられるようにする設定を「マスター関係登録」に設けております。

金額欄にカーソルがある状態で

「消費税変更」ボタンを押すと、税率を
変更できます。



【 4 】

簡易課税の場合、どの業種の取引かは業種コード欄に入力されたコードで決定しま
す。業種コードは科目の設定に基づいてセットされ、初期設定は当該事業者の「簡易
課税基準業種」に設定された業種です。なお、本項目は「Ｔａｂ」キーによる項目遷
移ではカーソルが止まりません。



【 5 】

仕訳毎に入力された情報を基に、各種条件を指定して集計ができます。集計表上で
疑問点がある場合はドリルダウンによる仕訳確認・修正が可能です。

日常業務＞消費税精算表

「消費税精算表」「業種別精算表」「特定課税仕入」が選択可能。

税率毎に集計可能。



【 6 】

総勘定元帳には仕訳毎に入力された消費税情報が出力されます。元帳上で疑問点が
ある場合はドリルダウンによる仕訳確認・修正が可能です。

日常業務＞総勘定元帳・補助元帳

消費税区分、税率に加え簡易課税業種の印字が可能。

消費税区分、税率を表示。

消費税改正対応時には区分
経理の記載事項が追加され
ます。軽減税率対象の場合
は消費税コードに「＃」を
付記し、欄外に「＃は軽減
税率対象」との注記を表示
する予定です。



【 7 】

仕訳入力の際に入力（自動で設定される）する消費税コードや消費税率は、事業所
データ作成の際に、「消費税情報」として設定します。作成後も、事業者基本情報よ
り設定を更新することが可能です。

商工会業務＞事業者データ作成



【 8 】

仕訳入力の際に入力する消費税コードや消費税率を、あらかじめ科目毎に設定して
おくことができます。複数税率導入以降、特に重要となる機能です。

マスター関係登録＞事業者基本情報（または「科目名称」）＞科目別消費税



【 9 】

科目毎に、科目区分、消費税コード、消費税率を設定できます。
例えば「511 売上１」は初期設定だと「売上消費税コード」が「0：なし」と

なっているため仕訳入力画面で「消費税コード」欄にカーソルが止まりますが、あら
かじめ「10：課税売上（内税）」を選択しておけば自動で値がセットされます。



【10 】

例えば一般税率が適用される商品と軽減税率が適用される商品を両方扱っている場
合、あらかじめ売上の科目を分けて、それぞれに分かりやすい名称と税率を設定して
おけば、混乱や起票の手間を抑えることができます。

適用税率毎に科目を分ける。 軽減税率を設定する。

※「消費税率」欄の軽減税率表示はあくまでも現時点でのイメージです。



【11 】

勘定科目に科目別補助が採用されている場合、消費税情報は補助科目毎に設定する
ことが可能です。



【12 】

簡易課税の事業者の場合、「事業者基本情報」で設定した「簡易課税基準業種」の
コードが仕訳入力の際の業種コードの初期値となります。

マスター関係登録＞事業者基本情報



【 13 】

「科目別業種」で、売上科目毎に業種コードを設定することができます。科目別補
助が設定されている場合は、補助科目毎に設定することも可能です。

マスター関係登録＞事業者基本情報＞科目別業種



【 14 】

法人で部門が採用されている場合、原則課税の［共通仕入部門］についての設定を
部門毎に行うことができます。
課税売上割合が95%未満で、売上が課税、または非課税の仕入取引のみ発生する部

門の場合に「あり」を選択します。「あり」に設定された部門の場合、仕訳を入力す
る際、共通仕入部門で使用できる消費税コードが表示されます。

マスター関係登録＞部門名称



2．消費税の入力（入力方法の設定）

マスター関係登録＞仕訳入力情報

消費税率欄の入力情報を選択する設定を設けます。

・金額欄で「消費税率変更」ボタンをクリックする（従来方式）

金額欄で「消費税率変更」をクリックすることで、消費税率を切り替える事が出きます。

消費税率欄は表示専用で、カーソルは止まりません

・消費税率欄で消費税率コードを入力する（新方式）

・新規入力時は自動セットする

新規入力時は自動的に標準税率（もしくは科目別消費税で設定された税率）がセットされます。
修正する場合はカーソルを戻します。

・常にカーソルを止める

消費税コード欄と同様、入力時にカーソルが止まります。ただし本設定が選択されていると、

科目別消費税で税率が設定されている場合にもその税率がセットされた上で、カーソルが
止まります

【 15 】



【16 】

消費税申告に際しては、売上や仕入を税率毎に区分することが困難な中小事業者
（基準期間の課税売上高が5,000万円以下）のために、売上税額の計算と仕入税額
の計算にそれぞれ特例が設けられています。
『ネットde記帳』は税率毎に区分した記帳ができるので、基本的に特例を適用し

なくても必要な申告書類を作成することができます。特例を選択した場合の申告書
類作成は売上税額計算の一部について対応を予定しております。



【17 】

小売業等の軽減税率仕入の割合や売上の一定割合にて、軽減税率対象品目の売上および売上税額を計
算できる特例（平成３１年10月1日から平成35年9月30日までの期間における課税資産の譲渡等）

消費税申告書作成時に、特例計算の有無と①～③のどれを採用するか選択します（②の結果は、保
存が必要）。このうち③については『ネットde記帳』でも対応を予定しています。

①仕入を税率毎に管理できる卸売業・小売業を営む中小事業者（簡易課税制度の適用を受けない期間）

軽減税率対象売上＝ 卸売業・小売業に係る売上×軽減仕入割合（※）

※ 軽減仕入割合＝ 卸売業・小売業の軽減税率対象仕入額（税込）←仕訳より集計
卸売業・小売業に係る仕入総額（税込） ←仕訳より集計

② ①以外の中小事業者

軽減税率対象売上＝売上総額×軽減売上割合（※）
※軽減売上割合

＝ 通常の連続する10営業日の軽減税率売上（税込）←範囲指定し、仕訳を選択・集計
通常の連続する10営業日の売上総額（税込） ←範囲指定し、仕訳より集計

③ ①・②ともに困難な中小事業者［『ネットde記帳』でも対応を予定］

軽減税率対象売上＝売上総額×５０％



【18 】

小売業等の軽減税率売上割合を使用し、軽減税率対象品目の仕入および仕入税額を計算できる特例
（平成31年10月1日から平成32年9月30日の属する課税期間の）末日までの期間

消費税申告書作成時に、特例計算①を採用するか選択します。②については、現状の簡易課税を選
択します。

①売上を税率毎に管理できる卸売業・小売業を営む中小事業者

軽減税率対象仕入＝ 卸売業・小売業に係る仕入×軽減売上割合（※１）

※１ 軽減売上割合＝ 卸売業・小売業の軽減税率対象売上額（税込）←仕訳より集計
卸売業・小売業に係る売上総額（税込） ←仕訳より集計

※２ 簡易課税制度の適用を受けない期間

② ①以外の中小事業者［簡易課税は『ネットde記帳』で対応済］

簡易課税制度を適用しようとする課税期間中に、消費税簡易課税制度選択届出書を提出し、
同制度を適用して仕入税額を計算できる。

※ 通常は、課税期間の前日までに提出が必要。



【19 】

簡易課税業種と適用税率について勘定科目、補助科目を使用して整理した場合、例
えば以下のように設定することが考えられます。

1：酒類

2：他食品

10：課税売上（内税）

10：課税売上（内税）
基準業種511：売上1（卸売）

1：酒類

2：他食品

10：課税売上（内税）

10：課税売上（内税）

第二種
（小売業）

512：売上2（店舗）

1：酒類

2：他食品

10：課税売上（内税）

10：課税売上（内税）

第二種
（小売業）

513：売上3（配達）

標準税率

8％（軽減）

標準税率

8％（軽減）

標準税率

8％（軽減）

1：酒類

2：食品

10：課税仕入（内税）

10：課税仕入（内税）532：仕入

標準税率

8％（軽減）

簡易課税基準業種：第一種（卸売業）

3：その他 10：課税仕入（内税） 標準税率

補助科目 消費税コード 税率簡易課税業種勘定科目



【20 】

勘定科目を使い分けず、補助科目だけで区分経理を行う方法もあります。

基準業種

基準業種

10：課税売上（内税）

10：課税売上（内税）
511：売上1

第二種（小売業）

第二種（小売業）

10：課税売上（内税）

10：課税売上（内税）

標準税率

8％（軽減）

標準税率

8％（軽減）

1：一般

2：軽減

10：課税仕入（内税）

10：課税仕入（内税）
532：仕入

標準税率

8％（軽減）

簡易課税基準業種：第一種（卸売業）

1：卸売（一般）

2：卸売（軽減）

3：小売（一般）

4：小売（軽減）

簡易課税業種 消費税コード 税率補助科目勘定科目

－

－



【21 】

簡易課税業種と適用税率について勘定科目、補助科目を使用して整理した場合、例
えば以下のように設定することが考えられます。

1：パン

2：菓子

10：課税売上（内税）

10：課税売上（内税）
基準業種511：売上1（自家製）

1：食品

2：その他

10：課税売上（内税）

10：課税売上（内税）

第二種
（小売業）

512：売上2（他社製）

1：パン

2：菓子 10：課税売上（内税）
第四種
（その他）

513：売上3（飲食）

8％（軽減）

8％（軽減）

8％（軽減）

標準税率

標準税率

2：食品 10：課税仕入（内税）
532：仕入

8％（軽減）

簡易課税基準業種：第三種（製造業）

3：その他 10：課税仕入（内税） 標準税率

3：飲物

補助科目 消費税コード 税率簡易課税業種勘定科目



【 22 】

勘定科目を使い分けず、補助科目だけで区分経理を行う方法もあります。

基準業種

第二種（小売業）

10：課税売上（内税）

10：課税売上（内税）
511：売上1

第二種（小売業）

第四種（小売業）

10：課税売上（内税）

10：課税売上（内税）

8％（軽減）

8％（軽減）

標準税率

標準税率

－

－

10：課税仕入（内税）

10：課税仕入（内税）
532：仕入

8％（軽減）

標準税率

簡易課税基準業種：第三種（製造業）

1：自家（軽減）

2：小売（軽減）

3：小売（標準）

4：飲食（標準）

簡易課税業種 消費税コード 税率補助科目勘定科目

1：食品

2：その他


